
【別紙２】

№ 区分
監査内
容区分

指摘事項 対　応　策 根拠法令等

①

法人 運営 　法人の職員が評議員に選
任されている。

　評議員には、法人の職員はなれ
ませんので、速やかに変更してく
ださい。

　社会福祉法（以下「法」という。）第
40条

②

法人 運営 　評議員が令和4年度中の
評議員会において、全て欠
席している。

　欠席とならないよう日程調整を
行った上で開催してください。
　なお、それでも調整ができず欠
席が続くようであれば、評議員の
変更を検討してください。

　社会福祉法人の認可について（厚生労
働省令和2年12月25日付部長局長連名通
知）別紙1社会福祉法人審査基準第3法人
の組織運営の1役員等(3)

㉜

法人 運営 　理事が理事会を2回連続
して欠席している。

　欠席とならないよう日程調整を
行った上で開催してください。
　なお、それでも調整ができず欠
席が続くようであれば、理事の変
更を検討してください。

　社会福祉法人の認可について（厚生労
働省令和2年12月25日付部長局長連名通
知）別紙1社会福祉法人審査基準第3法人
の組織運営の1役員等(3)

③

法人 運営 　監事が理事会を2回連続
して欠席している。

　欠席とならないよう日程調整を
行った上で開催してください。
　なお、それでも調整ができず欠
席が続くようであれば、監事の変
更を検討してください。

　社会福祉法人の認可について（厚生労
働省令和2年12月25日付部長局長連名通
知）別紙1社会福祉法人審査基準第3法人
の組織運営の1役員等(3)

④

法人 運営 　評議員会の招集通知が期
限までに通知されていな
い。

　定款で定めた期間又は評議員会
の１週間（中７日間）以上前に招
集通知をするようにしてくださ
い。

　法第45条の9第10項により準用される一
般社団法人及び一般財団法人に関する法
律（以下、「一般法人法」という。）第
181条及び第182条

⑤

法人 運営 　評議員全員の同意により
招集の通知を省略したが、
理事会の決議を経ていな
かった。

　評議員会の招集通知を省略する
場合であっても、その評議員会の
日時、議題等について理事会の決
議を得てください。

　法第45条の9第10項により準用される一
般法人法第183条

⑥

法人 運営 　理事会及び評議員会の欠
席者の決議権が書面により
行われた。

　平成28年以降、理事会及び評議
員会における議決は、出席者の過
半数の割合等により行われること
から、対面により行うようにして
ください。

・理事会の運営：法第45条の14
・評議員会の運営：法第45条の9
※決議の省略
理事会：法第45条の14第9項により準用さ
れる一般法人法第96条
評議員会：法第45条の9第10項により準用
される一般法人法第194条

⑦

法人 運営 　記載事項である評議員会
の議事録に作成に係る職務
を行った者の氏名が記載さ
れていない。

　議事録の記載事項を確認し、遺
漏なきようにしてください。

　社会福祉法施行規則第2条の15

⑧

法人 運営 　経営事業の一部について
登記簿の「目的等」の項目
への記載が漏れている。

　法人が経営する事業について
は、全て記載することとなるの
で、記載漏れがないか確認してく
ださい。

　法第29条及び組合等登記令第2条

社会福祉法人及び社会福祉施設監査における指摘事項と対応策
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指摘事項 対　応　策 根拠法令等

㉟

法人 運営 　定款に規定された訪問看
護事業が経営されていな
い。

　定款に規定する訪問看護事業に
ついて、実施する見込みのない場
合は定款から削除してください。

　法第31条

㊱

法人 運営 　居宅介護事業所が独立し
た事業所であり、他の社会
福祉事業と一体的に実施さ
れていないことが確認され
た。

　居宅介護支援事業について、公
益事業として定款に記載してくだ
さい。

　社会福祉法人の認可について（厚生労
働省令和2年3月31日付課長連名通知）別
紙1社会福祉法人審査要領 第1社会福祉法
人の行う事業 2公益事業

㉞

法人 運営 　介護老人保健施設の経営
にあたり、利用料減免規程
で「減免の範囲は、入所者
の総延べ数の10％以上とす
る。」と規定し、法第2条
第3項に規定する「生計困
難者に対して無料又は低額
な費用で介護保険法に規定
する介護老人保健施設を利
用させる事業（以下「無料
低額介護老人保健施設利用
事業」」を実施していた
が、10％以上の要件を満た
していないことが確認され
た。

　無料低額介護老人保健施設利用
事業の実施の有無について検討し
てください。

　社会福祉法第2条第3項に規定する生計
困難者に対して無料又は低額な費用で介
護保険法に規定する介護老人保健施設を
利用させる事業について（厚生労働省平
成13年7月23日局長通知）

⑬

法人 会計 　単独随意契約とした根拠
等が不明である。

　単独随意契約とする場合は、競
争入札に適さないと認められる根
拠、他に業者がいない根拠等を明
確にし、記録に残してください。

　社会福祉法人における入札契約等の取
扱いについて（厚生労働省平成29年3月29
日付課長連名通知）

⑭

法人 会計 　専決規程に定めのない多
額の借財を理事会の議決を
得ずに借入の契約を行って
いる。

　多額の借財は、法人の経営に影
響を与えるおそれがあるので、理
事会は理事長等に委任することが
できないとされているため、必ず
理事会の議決を得た上で行ってく
ださい。

　法第45条の13

⑮

法人 会計 　契約手続きの発議書等が
省略されている。

　契約手続きにあたっては、必ず
発議書等を作成してください

　法人経理規程
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法人 会計 　計算関係書類及びその注
記について、以下の不適切
な事項が確認された。

　改めて社会福祉法人会計基準に
定める作成様式、記載事項等を確
認してください。

　社会福祉法人会計基準第29条及び第30
条

①　１法人１拠点の場合
に、本部サービス区分を設
定した計算書類が作成され
ていない。

②　資金の借入について、
借入金明細書に記載されて
いない。

②　拠点区分ごとに「計算
書類の注記」を作成しなけ
ればならないとされている
が、作成されていない。

④　計算書類に対する注記
について、サービス区分を
記載していない。

㉛

法人 会計 　経理規程に附属明細書と
して作成すると規定されて
いる「就労支援事業別事業
活動明細書」が作成されて
いない。

　改めて社会福祉法人会計基準に
定める作成様式、記載事項等を確
認してください。

　社会福祉法人会計基準第30条

㉝

法人 会計 　計算書類のうち、資金収
支計算書について、監事監
査を受けているが、理事会
及び評議員会の承認を受け
ていないので、改めてくだ
さい。

　計算書類については監事の監査
を受けた上で、理事会及び評議員
会の承認を受けなければならない
とされていますので、改めてくだ
さい。

　法第45条の28及び同法第45条の30

㊲

法人 会計 　法人内各拠点の会計責任
者の辞令等が確認できず、
また、各サービス区分の出
納職員の辞令等が確認でき
なかった。

　法人内各拠点について、会計責
任者が明確になるよう辞令等で任
命し、又は経理規程の整備を行っ
てください。
あわせて、各サービス区分の出納
職員が明確になるよう辞令等で任
命する、又は経理規程の整備を
行ってください。

　社会福祉法人会計基準の制定に伴う会
計処理等に関する運用上の留意事項につ
いて（厚生労働省令和3年11月12日付課長
連名通知）別紙1管理組織の確立(1)(2)

⑨

社会福祉施設
（特別養護老
人ホーム）

運営 　常勤でないユニットリー
ダーを配置していた。

　ユニットごとにユニットリー
ダーは常勤の者である必要がある
ので、常勤の者に変更してくださ
い。

　福島県特別養護老人ホームの設備及び
運営に関する基準を定める条例第52条で
準用される第40条

⑫

社会福祉施設
（特別養護老
人ホーム）

運営 　８日間に２回の入浴に
なっている。

　１週間に２回以上の入浴または
清拭を行うように個別計画を見直
してください。

　福島県特別養護老人ホームの設備及び
運営に関する基準を定める条例第16条第2
項

㉚

社会福祉施設
（特別養護老
人ホーム）

運営 　誤薬事故、骨折事故が発
生したのにもかかわらず、
県及び市町村へ報告を行っ
ていない。

　報告義務のある事故を確認する
とともに、職員へ周知徹底し、遺
漏なきようにしてください。

・福島県特別養護老人ホームの設備及び
運営に関する基準を定める条例第42条で
準用される同条例第8条
・高齢者施設等における事故等に係る報
告様式の改正について（福島県令和4年3
月30日付3生福第6615号）

⑩

社会福祉施設
（児童養護施
設）

運営 　児童養護施設の人員基準
に定められている家庭支援
専門相談員が配置されてい
ない。

　県条例を確認し、必要な人員を
配置してください。

　福島県児童福祉施設の設備及び運営に
関する基準を定める条例第58条

㉑
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⑪

社会福祉施設
（障害児入所
施設）

運営 　障害児入所施設のレイア
ウトを変更したことにより
設備基準に定められている
医務室、静養室がない。

　県条例を確認し、必要な設備を
設置してください。

　福島県指定障害児入所施設等の人員、
設備及び運営に関する基準等を定める条
例第6条

㉙

社会福祉施設
（軽費老人
ホーム）

運営 　消防計画に定める回数の
避難訓練を実施していな
い。

　年間行事等に消防計画に定める
避難訓練を組み入れ、実施してく
ださい。

　福島県軽費老人ホームの設備及び運営
に関する基準を定める条例第8条

⑯

社会福祉施設
（特別養護老
人ホーム、児
童養護施設）

会計 　経理規程上、契約書作成
が必要にもかかわらず、契
約書を作成していない。

　経理規程に基づき、契約書を作
成してください。
　なお、契約書の作成を省略する
場合においても、特に軽微な契約
を除き、請書その他これに準ずる
書面を徴するようにしてくださ
い。

　法人経理規程

⑰

社会福祉施設
（特別養護老
人ホーム、授
産施設）

会計 　物品を職員が立替払によ
り購入し、後日精算してい
る。

　事故・不祥事等防止の観点か
ら、職員による立替払はしないよ
うにしてください

　法人経理規程

⑱

社会福祉施設
（特別養護老
人ホーム）

会計 　経理規程に基づく会計伝
票に会計責任者の承認印又
はサインがない。

　経理規程に基づく経理処理の方
法等について改めて確認してくだ
さい。

　法人経理規程

⑲

社会福祉施設
（児童養護施
設）

会計 　給与計算の誤りにより令
和4年度及び令和5年度の支
給額が誤っていた。

　複数の職員による二重チェック
するなどして、確認するようにし
てください。

　法人給与規程等

⑳

社会福祉法人 会計 　前年度の商品・製品及び
原材料などの棚卸資産の計
算書類に誤りがあった。

　複数の職員により二重チェック
するなどして、確認するようにし
てください。

　社会福祉法人会計基準第4条

㉒

社会福祉施設
（特別養護老
人ホーム）

会計 　受領した寄付金を台帳に
記入していなかった、また
現金を金融機関に預けずに
金庫に保管していた。

　定期的に寄付金合計と台帳記載
の金額を突合し、確認するように
してください。
　また、受領した寄付金は金融機
関に預け、適正に管理してくださ
い。

　社会福祉法人会計基準の制定に伴う会
計処理等に関する運用上の留意事項につ
いて（厚生労働省令和3年11月12日付課長
連名通知）別紙9寄附金の扱い

㉓

社会福祉施設
（軽費老人
ホーム、特別
養護老人ホー
ム）

会計 　現金収入があった際、経
理規程で定めた期日までに
金融機関に預け入れされて
いない。

　経理規程に基づく経理処理の方
法等について改めて確認してくだ
さい。

　法人経理規程

㉔

社会福祉施設
（特別養護老
人ホーム）

会計 　利用者預り金の通帳と印
鑑の保管について、別々の
場所に保管しているが、保
管場所の鍵を同一の者が管
理している。

　鍵の管理保管者を別の者にして
ください。

　社会福祉法人会計基準の制定に伴う会
計処理等に関する運用上の留意事項につ
いて（厚生労働省令和3年11月12日付課長
連名通知）別紙1管理組織の確立(3)

㉖

社会福祉施設
（特別養護老
人ホーム）

会計 　月次試算表を経理規程に
より翌月10日までに統括会
計責任者（理事長）に報告
しなければならないと規定
していたが、数か月報告し
ていなかった。

　経理規程に則り適切な取り扱い
をするか、事務処理上、期限内の
報告が難しいようであれば、経理
規程の改定を検討してください。

　法人経理規程

4/5



№ 区分
監査内
容区分

指摘事項 対　応　策 根拠法令等

㊳

社会福祉施設
（児童養護施
設）

会計 　拠点区分間繰入金収入・
支出及びサービス区分間繰
入金・支出を適正に計上し
ていない。

　経理規程に規定する各拠点区分
及び各サービス区分により、適正
に会計を区分し会計処理を行うと
ともに、拠点区分間繰入金収入・
支出及びサービス区分間繰入金収
入・支出を適正に計上してくださ
い。

・社会福祉法人会計基準第30条
・社会福祉法人会計基準の制定に伴う会
計処理等に関する運用上の取扱いについ
て（厚生労働省令和3年11月12日付局長連
名通知」の別紙26附属明細書について

㊵

社会福祉施設
（特別養護老
人ホーム）

会計 　「基本財産及びその他の
固定資産（有形・無形固定
資産）の明細書」及び「積
立金・積立資産明細書」に
ついて、拠点区分ごとに作
成していない。

　社会福祉法会計基準第30条第1
項を参考に附属明細書を作成して
ください。

・社会福祉法人会計基準第30条
・社会福祉法人会計基準の制定に伴う会
計処理等に関する運用上の取扱いについ
て（厚生労働省令和3年11月12日付局長連
名通知」の別紙26附属明細書について

㉗

社会福祉施設
（障害者支援
施設）

処遇 　身体拘束等の適正化を図
るための従業員の研修を
行っていない。

　年１回以上の研修実施が必要で
すので、年間計画や年間行事予定
に組み入れるなどし、遺漏なきよ
うにしてください。

　福島県指定障害者支援施設の人員、設
備及び運営に関する基準等を定める条例
第53条

㉘

社会福祉施設
（障害者支援
施設）

処遇 　虐待防止委員会は設置さ
れているが、開催されてお
らず、研修も行われていな
い。

　年１回以上の虐待防止委員会及
び研修実施が必要ですので、年間
計画や年間行事予定に組み入れる
などし、遺漏なきようにしてくだ
さい。

　福島県指定障害者支援施設の人員、設
備及び運営に関する基準等を定める条例
第59条

㊴

社会福祉施設
（児童養護施
設）

処遇 　安全計画の未策定が確認
された。

　安全計画を作成し、その内容に
ついて職員に周知するとともに、
定期的に研修を実施してくださ
い。

　福島県児童福祉施設の設備及び運営に
関する基準を定める条例第6条の3

㊶

社会福祉施設
（特別養護老
人ホーム）

処遇 入所者の病状の急変が生じ
た場合等の医師及び当該医
療機関の連携方法等につい
て見直しを行っていない。

　現に処遇を行っているときに入
所者の病状の急変が生じた場合そ
の他必要な場合のため、基準条例
※1第11条第1項第2号に掲げる医師
及び協力医療機関の協力を得て、
当該医師及び当該協力医療機関と
の連携方法その他の緊急時等にお

ける対応方法※2を定めてくださ
い。また、1年に1回以上、緊急時
等における対応方法の見直しを
行ってください。

※1：福島県特別養護老人ホームの設備及
び運営に関する基準を定める条例
　
※2：福島県特別養護老人ホームの設備及
び運営に関する基準を定める条例第22条
の2
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